
 

SIP 成果知財のカタログ 

－ゲノム編集の最新技術をセットでアピール－ 
 
試験研究計画名： ゲノム編集技術の普及と高度化 
研究代表機関名： 国立研究開発法人 農業・食品産業技術総合研究機構 

 

背景とねらい： 

ゲノム編集はライフサイエンス分野で広く利用可能であるため、近年、研究が急速に

加速しています。この技術の基本特許は海外に押さえられており、また複雑で変動が激

しく、その許諾についても懸念事項が多くみられます。SIPでは海外基本特許に対抗で

きる基盤技術や、植物育種に利用可能な応用技術を多数開発してきました。特許出願し

た技術をユーザーに分かりやすく解説し、組み合わせて利用できるようセットでアピー

ルするために知財カタログを作成しました。 

 
特長と効果： 

ゲノム編集の基本技術の特許は権利内容が複雑で各国での成立状況等の変動が激しい

ため、専門家をコンソーシアムに加え、調査分析に基づいて、研究開発の方針を策定し

てきました（図１、２）。日本の種苗・育種関係者がゲノム編集技術を使いやすい環境

をつくることを目指して、海外技術に強みをもつ技術開発、日本独自の技術開発や日本

の主要作物に適用可能な応用技術を重点化して研究を進めてきました。加えて、わが国

及び海外の規制動向を踏まえ、商品化しやすいと考えられる適用技術にも配慮しまし

た。その成果として基盤技術および植物への適用技術に関して 18件（バックグラウン

ド知財を含む）の知財を出願することができました。これらの技術についてわかりやす

い解説と共に概要を記載した「SIP知財カタログ」としてまとめました。 

  
図 1 CRISPR-Cas9基本特許の成立状況と効力の調査 図 2 ゲノム編集技術に関する基本特許と国産技

術の関係の評価 
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図３ SIP知財カタログの内容の一例 技術の有用性などについて解説 

 

社会実装の対象と可能性： 

作成した知財カタログは国内の種苗会社および関連企業が集まる場において紹介し、

興味のあるユーザーには内容をわかりやすく解説することで、まずは国内での活用を図

っていきます。また、幅広い分野で利用できる技術もあるので、国内外に紹介できるよ

うな仕組みを作る予定です。SIP期間を通じてこの活動を担ってきた農研機構のゲノム

編集拠点が窓口を担当いたします。 

 

参考文献：  

 橋本一憲、廣瀬咲子（2018）「ゲノム編集技術の基本特許と農業分野の社会実装へ

の影響と対策」 化学と生物 56(6) 438-444. 

 橋本一憲、廣瀬咲子（2017）「ゲノム編集技術の基本特許を巡る国際的動向及び研

究開発への影響と対策」 知財管理 67(4) 676-683. 

研究担当機関名： 国立研究開発法人 農研機構生物機能利用研究部門、 

（特許業務法人）セントクレスト国際特許事務所、 

日本たばこ産業株式会社 

研究担当者： 農研機構 廣瀬咲子、セントクレスト国際特許事務所 橋本一憲、 

日本たばこ産業（株） 小鞠敏彦、村井宣彦 

問い合わせ先： 国立研究開発法人 農研機構 生物機能利用研究部門 

先進作物ゲノム改変ユニット 

電話：029-838-8450 E-mail：junmai@affrc.go.jp 

作成日： 2019/04 
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